
戦略的な意味合い

―― 一橋大学大学院国際企業戦略研

究科（Graduate School of International

Corporate Strategy／以下、ICS）が都

心の一等地の立派なビルにあることに感

銘を受けました。

竹内 私大の関係者のみなさんも、ここ

にお見えになると、一様に「ここは何だ」

というような顔をされます。都心の一等

地で、新しい丸ビルに遜色ない22階建て

の立派なビルの中にあり、しかもインテリ

国際水準の凌駕を目指す
少数精鋭制の試み
ワールドクラスのビジネススクールを目指し、学部を持たない独立大学院として
2000年にスタートした一橋大学大学院国際企業戦略研究科では、どのような目的意識を持ち、
どのような授業が行なわれているのか。研究科長・竹内弘高氏にうかがう。

竹内弘高氏 一橋大学大学院国際企業戦略研究科長

アデザインにも凝っている。そのようなハ

ードに限らず、ソフトの面でも、例えばサポ

ーティングスタッフが豊富です。そのあた

りは、「国立大学とは考えられない」と言

えるかもしれません。

1998年に専門大学院制度が発足し

（6頁・資料1参照）、2000年に京都大学

大学院医学研究科社会健康医学系専

攻とともに日本初の専門大学院としてス

タートしました（7頁・資料4参照）。そし

て2003年、専門職大学院へ移行すると

き、われわれもそれに乗って、日本初の

専門職大学院のひとつとしてスタートし

ました。国際経営戦略と金融戦略、およ

び租税・公共政策、経営法務の4コー

スで構成して、前者二つの学位を

MBA（9頁・註2参照）にしていま

す。出発にあたって幸運だったの

は、国の強力な支援をいただいた

ことです。設立後も、設置主体が国

であるからか分かりませんが、3年間

連続、概算要求で、ときには振替なしで

要求して、ポストが付いてきています。そ

れについては、周囲の大学

関係者も驚かれていますね。

―― 選択と集中と申しますか、国の

並々ならぬ期待がうかがえます。

竹内 国が一橋大学にビジネススクー

ルをつくらせたのは、ワールドクラスの

MBAプログラムを設置して、世界から学

生が集まる教育の場をつくろう、そういう

国家戦略の一環としての意図があった

ものと理解しています。われわれが設立

を目指していたときに強調したのも、まさ

にその点でした。なぜアジアの留学生が

日本を素通りして、はるか遠い米国や欧

州の大学に行ってしまうのか。なぜ世界

第2位の経済大国の日本に世界中の学

生が集まるビジネススクールがないのか、

という主張を展開しました。

―― 営利を目的とする試みではない

と。

竹内 昼の部と夜の部を設けています

が、合計しても学生は80人という少人数

制です。今年度の概算要求が通れば増

えますが、それでも100人程度です。そ

のような少数精鋭が可能なのは、やはり

国立だからで、これが私立であれば、入



学定員は最低でも300人程度に設定し

なければペイしないでしょう。

―― 学生数はあえて絞ったということ

でしょうか。

竹内 米国におけるMBAは、すでに

100年以上の歴史があります。今から日

本の大学がそれをそのまま真似したとこ

ろで仕方がない。では、どう差別化を図

るか、というとき、一つの解答が少数精

鋭制でした。米国のビジネススクールは

数百人単位のマスプロ教育になってい

ますが、われわれは少人数を手塩にか

けて育ててみようと。

―― 教員の確保にはご苦労があった

のでは。

竹内 国際経営戦略コースを例にとる

と、実学を教えなければならない。それ

もワールドクラスのティーチングで、かつ

英語で、ということで、準備段階で最も苦

労したのが教員のことでした。現在のフ

ルタイムの教員は、15人のうち一橋大学

の教員だった者が5人だけで、あとはコ

ンサルティング会社や投資銀行で実務

にあたってきた人、他大学のビジネスス

クールで教えていた人、自分でビジネス

を展開していた人などの実務家です。

また、4人が外国人ですが、任期付きで

はなく、われわれと同じ待遇で採用して

います。

―― 研究と教育のバランスについては

いかがお考えですか。

竹内 一流のビジネススクールたらんと

するのであれば、ティーチングとリサーチ

は車の両輪で、それぞれをうまく回して

いかなければなりません。リサーチに関

しても高いレベルの成果を世界に向け

て発信していく基地にするべく努力して

います。例えば『一橋・オン・ナレッジマネ

ジメント』という英文の書籍をジョン・ワイ

リー社から上梓していますが、それは日

本のナレッジマネジメントについて英語で

まとめて世界に発信する試みで、われわ

れビジネススクールの教員8人が力を合

わせてまとめたものです。また、優秀な戦

略を実行している日本企業あるいは日

本企業の事業部に与えるポーター賞※1

を設立しています。昨年12月4日に、ホ

テルオークラで授賞式を開催しまして、4

社を表彰しています。今年夏までには、

表彰するだけでなく、いくつかのケース

を英語でまとめ、日本にこのような素晴

らしい企業があるということを世界に紹

介したいと考えています。

―― 独立行政法人化に伴って、運営

上難しさが生じることは想定されていま

すか。

竹内 国の方では、それを前提に戦略

を考えていた、そのように理解していた

だければ、よろしいかと思います。なぜ、

われわれが新しい試みを次々に実現で

きたかといえば、文部科学省は独立行

政法人の制度に切り替わることを盛り込

んだ上で、そのロールモデルとして自由

にさせてくれたのではないか、そのよう

にとらえています。また、われわれとして

も法人化後を見据えた上でカリキュラム

などの仕組みを考えてきました。

The best of two worlds

―― 国の期待に応えるには、世界に通

用する、高い水準の教育が求められま

すね。

竹内 当初から、昼間開校のプログラム

は英語で行うことにしていました。今の

ところ、学生は外国人と日本人が半々で

す。ティーチングはいろいろなスタイルで

行っています。シミュレーションもあれば、

レクチャーもケースメソッドもある。ハーバー

ドのビジネススクールのようにケースメソッ

ド一辺倒ではなくて、科目に適した教え

方があるという理念の下に、より柔軟に

カリキュラムを組んでいます。いずれに

しても、大教室で一方的に、というので

はなく、対話形式であることを重視して、

参加型の教授方法ということを心掛けて

います。

―― 欧米のビジネススクールの方法を

参考にして、アレンジを加えたということ

でしょうか。

竹内 われわれは、The best of two

worlds、つまり東西の二つの世界の優

れた部分を取り入れたシステムというコ

ンセプトを掲げ、世界に通用する新たな

システムを構築したいと考えています。

教授方法で言えば、ケースメソッドやシミュ

レーションは米国で発達した方法です

が、ゼミナールとゼミ指導教官の下で書

き上げる修士論文などは典型的な日本

の産物で、特に一橋大学は少数精鋭の

ゼミ教育を日本で最初に導入した伝統

があります。また、現在グループプロジェ

クトを盛んに行っていますが、それも日

本企業の小集団活動に端を発した方法

です。教授方法のほか、科目の内容で

も、マーケティングなどは欧米が進んで

いますが、ナレッジマネジメント※2に関し

ては日本が発祥の地で、野中郁次郎氏

が世界的な権威です。そして生産管理

はトヨタなどは圧倒的に先進的です。そ

れらについては、日本でこそ世界最先端

のものが学べるわけです。日本発の

「知」と欧米の「知」を融合させながら

ティーチングやリサーチにあたろうという
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※1 ポーター賞：製品、プロセス、経営手法においてイノベーションを起こし、それを土台として独自性がある戦略を実
行して、その結果として業界において高い収益性を達成・維持している企業を表彰するため、2001年7月に一橋
大学ICSによって創設された。賞の名前は競争戦略論の第一人者であり「日本の競争戦略」を竹内氏と一緒に
書いたハーバード大学のマイケル・E・ポーター教授に由来している。

※2 ナレッジマネジメント［knowledge management］：認識され個人の頭にのみに蓄積されている知識（暗黙知）
を対話や明文化により共有できる知識（形式知）に変換して組織全体で共有し、有効に活用することで業績を上
げようという経営手法。日本語では「知識管理」などと訳され、「KM」と略されることもある。これを組み合わせて
さらに新たな知識を創造しようとするもの。1990年代に一橋大学教授の野中郁次郎氏により提唱された。
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高度専門職業人養成機関
～欧米のキャリアアップ・システムを追撃なるか？～



に入学して、そこでギアチェンジをして、

新しい仕事に就いたり、自ら会社を起し

たりというキャリア形成が一般的です。

ところが日本では、終身雇用型の労働

慣行などがあったため、そのギアチェン

ジが困難でした。一昔前の日本企業は、

学部卒の学生を採り、大学に対して、自

分たちが手塩にかけてインプリントする

から、大学は下手な色や柄が付いた学

生より、白地の学生を求めていました。ま

た、企業は中途採用にも積極的とは言え

ませんでした。ところが、劇的に状況が

変わりつつあります。即戦力を求める声

が高まり、ゼネラリストからスペシャリスト

へという流れが起き、「ウォー・フォー・タレ

ント」という優秀な人材の獲得競争が生

じています。その中で、企業は、人材の

選択基準を確立し、どういう人を、将来ど

ういうポストに就けるか戦略的に考え、

行動する必要に迫られています。これま

では一括採用した学生を20年間手塩に

かけて育てていましたが、より専門的な

知識が求められる時代になれば、必然

的に、スキルを備えた人を外部の労働市

場から中途採用で調達しようということ

になっていくでしょう。ところが、日本に

おける外部労働市場は、まだ極めて脆

弱です。そこに専門職大学院が大きな

意味を持ってきます。法科大学院やビジ

ネススクールなどの教育機関が整備さ

れ、高い能力を持つ人材が輩出される

ようになれば、労働市場が形成されてい

くはずです。そういう意味で、これまでは

ビジネススクールで学ぶ日本人の多くは

企業派遣でしたが、今後は欧米型になっ

ていき、会社を退職したり休職して、私

費で学んだり、資格を取得する人が増え

ていくものと思われます。

―― 現在のICS国際経営戦略コース

の学生は、どのような立場の方が多いの

ですか。

竹内 約50人中20人が企業・国家派遣

で、残りは私費でギアチェンジを求めて

きた学生です。なお、企業派遣の学生に

ついては、昨年から1年プログラムを用意

しました。これはMBAを12カ月で取得

できるというものです。

―― 大学の経済系学部で、学部・大

学院5年間一貫教育の試みが始まって

いますが。

竹内 われわれは3年間以上の実務経

験を入学の要件にしています。学生は

最も若くて25～26歳、平均年齢は31歳

です。実務教育をするには自らの経験

をベースにディスカッションするときなど、

やはり実社会で働いた経験がものをい

うと確信しているからです。

―― ICSの卒業後の進路は。

竹内 50人ほどの卒業生を社会に送り

出していますが、その大半は外資など企

業に再就職しています。また、私の印象

としては、3分の1くらいの学生は将来、

自分でビジネスを立ち上げたいと内心思っ

ているようで、やがてその中から起業家

として開花する人が出てくると思ってい

ます。

カスタマーは企業

―― 企業の期待に応える即戦力とい

うことで、学生、教員、ともに真摯な取り

組みが求められますね。

竹内 専門職大学院が一般の大学院

とどこが違うかと言えば、修了した翌日

から活躍できるプロを育てなければなら

ない点です。いわばビジネスの世界のイ

コンセプトです。

―― アジアの留学生には親和性があ

る方法では。

竹内 彼らにとっては、両方の「知」を一

度に学べるというのは大きな魅力でしょ

う。

―― 教育における実務性は、どのよう

に確保されていますか。

竹内 ビジネススクールは、研究室にこ

もっていて成果を得られる世界ではあり

ません。机上の空論にしないためには、

フィールドリサーチが重要です。現場は

嘘をつきません。そこにある真実を探し

に積極的に外に出ていこうと。やはり一

見は百聞にしかずで、何らかの現象を

確認するのに現場の方々の意見を聞く

ことは効果的ですし、生産管理を学ぶな

ら、テキストを読むより実際の工場を見学

した方が理解が進むわけです。少人数

制には、そのようなフィールドリサーチを

しやすいメリットがあるわけです。また、

東京の大手町地区という世界的なビジ

ネスセンターに立地しているメリットとし

て、企業との連携を図りやすいことがあ

ります。企業訪問も簡単ですし、経営者

をゲストスピーカーとしてお招きしやす

く、ご自身の経験談を話していただいた

り、学生のディスカッションを聞いていた

だいたりして、最後にコメントをいただく

といった授業も行っています。

ギアチェンジのため

―― 日本でなぜ今、ビジネススクール

が求められるかの、改めてその必要性

についてお聞きしたいと思います。

竹内 米国では、いったん就職しても、

自らの意思で退職してビジネススクール
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チローや松井、中田とでも申しますか、

世界中どこでも即戦力として通用する人

材を養成しなければならない。そのよう

な命題が課せられているわけです。そ

のため、カリキュラムもかなり厳しいもの

にしています。文部科学省の規定は1年

間で30単位以上ですが、われわれはそ

の倍、1年間で最低60単位は取得しても

らうようにしていますから、学生たちは大

変なはずで、文字通り寝る間を惜しんで

必死に勉強しています。もちろん教員の

方も安穏とできません。ティーチングにつ

いても世界に通用するスタイルにしよう

と、ドラスティックな教員の評価システム

を導入しました。各講師に関しての10項

目を5点評価で行うもので、授業に関す

る評価を10項目、事務のサポートに関し

ても5項目を設けています。そのフィード

バックを反映しながら、根気よくティーチ

ングの改善を図っていこうということで

す。

―― いかに魅力的な専門職大学院を

つくるかということでは、地の利や少数精

鋭制というアドバンテージ、教育内容の

充実などのほかに、どのようなことをお考

えですか。

竹内 われわれが特に力を入れている

のはリクルート活動です。企業派遣の人

についてはそれほど関係ないにしても、

自らリスクを負って企業を退職したり、休

職したりしてきた人にとって、再就職は重

大事です。とりわけ留学生はパイプがな

く、日本語も完璧ではありませんから、教

授陣は相当手厚く支援しています。その

際、一橋大学というビジネスの分野に強

い大学にいることは、学生にとって大き

なメリットになるでしょう。ここにいるフル

タイムの教員はみなさんビジネス界と深

いつながりがありますから。

―― 総力を上げて就職の支援をされ

ているわけですね。

竹内 教員だけでなく、就職活動をサポー

トするスタッフとして元ヘッドハンターの

女性を雇っていて、1年のときのインター

ンシップから始め、できるだけきめ細かく

行うようにしています。ビジネススクール

にとっても、学生の再就職は重要です。

学生がどこに就職するかで、われわれの

格付けも決まってくるのですから。あえ

て極端な言い方をすれば、われわれの

カスタマーは学生ではなく、企業である、

ということです。学生は、いわばわれわれ

の商品で、それを高く買っていただける

企業に「お売り」する。カリキュラムは、学

生を一定のレベルまでもっていくプロセ

スである。プロとして活躍できないレベル

であっては、欠陥商品を販売しているよ

うなものだ。ICSの教授は、そのような認

識をそれぞれ持っているはずです。

―― 冒頭、国立大学のビジネススクー

ルであることの特色についてお聞きしま

したが、「親方日の丸」ということではな

く、いわば市場原理に基づいた教育、研

究がなされているということですね。

竹内 つまり、市場こそが唯一の客観的

な基準だということです。
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グ革新の時代（全4巻）』、『Can Japan Compete』などがある。

野中郁次郎氏と書いた『The Knowledge-Creating

Company』は1995年度の全米出版協会のベスト・ブック・オ

ブ・ザ・イヤー（経営分野）を受賞。

日本初！大学発！
高度専門職業人養成機関
～欧米のキャリアアップ・システムを追撃なるか？～


